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議案第４１号

令和７年度 川島町水道事業会計決算認定について

埼玉県比企郡川島町水道事業会計決算について、監査委員の

意見を付し、地方公営企業法第３０条第４項の規定により認定

を求める。  

令和８年９月２日提出

川島町長 藤 間 隆
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令和７年度 川島町水道事業 剰余金計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

負　担　金 工事寄附金
そ　の　他

資本剰余金

729,936,649 282,934,304 541,778 1,437,892

0 0 0 0

729,936,649 282,934,304 541,778 1,437,892

14,400,000 0 0 0

他 会 計 出 資 金 の 受 入 14,400,000 0 0 0

当 年 度 純 損 失 0 0 0 0

744,336,649 282,934,304 541,778 1,437,892

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

処 分 後 残 高

当 年 度 変 動 額

当 年 度 末 残 高

資 本 金

剰

資　 　本　 　剰　 　余　 　金
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　余 金

資本剰余金
合  計

減債積立金
建 設 改 良
積　立　金

未処分利益
剰   余   金

未 処 理
欠 損 金

利益剰余金
合　  計

284,913,974 94,103,103 107,023,559 1,086,274,511 1,287,401,173 2,302,251,796

0 0 0 0 0 0

284,913,974 94,103,103 107,023,559 1,086,274,511 1,287,401,173 2,302,251,796

0 0 0 △ 12,170,668 △ 12,170,668 2,229,332

0 0 0 0 0 14,400,000

0 0 0 △ 12,170,668 △ 12,170,668 △ 12,170,668

284,913,974 94,103,103 107,023,559 1,074,103,843 1,275,230,505 2,304,481,128

利 益 剰 余 金

単位：円（税抜額）

資 本 合 計
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単位：円（税抜額）

0 0 0

処 分 後 残 高 744,336,649 284,913,974
（繰越利益剰余金）

1,074,103,843

議会の議決による処分額

令和７年度 川島町水道事業 剰余金処分計算書

資　本　金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金

当 年 度 末 残 高 744,336,649 284,913,974 1,074,103,843
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注 記 事 項 

１ 重要な会計方針に係る事項 
（１） 平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成して

いる。
（２） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理により行っている。
（３） 有形固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く）

・定額法
・主な耐用年数 建 物：５０年 機械及び装置：１５～２０年 

構築物：４０～６０年 器具及び備品：５～１５年 
（４） たな卸資産は、事業用の材料で重要性に乏しいので、低価法によらず、先入先出法に

よる原価法とする。
（５） 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金
川島町は、退職手当事務を行う埼玉県市町村総合事務組合に加盟している。ま

た、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計で
行うため、退職給付引当金の計上対象には該当しない。

ロ 賞与引当金
翌年度の期末手当、勤勉手当及びそれらにかかる法定福利費（職員共済組合負

担金）の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度の負担に属する額を計上し
ている。

ハ 修繕引当金
 予定した修繕を何らかの理由で次年度に延期の場合に、その費用を流動負債の

修繕引当金に計上する。令和７年度については、該当する修繕はない。 
ニ 特別修繕引当金

 法的根拠等に基づいて定期的に大規模な修繕を要する施設がある場合、当該引
当金の計上を行う。令和７年度については、該当する修繕はない。 

ホ 貸倒引当金
 次年度の債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等に基づき、回収

不能見込額を計上している。 

２ みなし償却制度の廃止に伴う移行措置 
  平成２６年３月３１日における償却資産の取得または改良に充てるための補助金等を財
源として取得し減価償却を行っていた固定資産については、みなし償却規定を適用してい
なかったため、資本剰余金として整理されていた額のうち、すでに除却した資産及び非償
却資産を除いた分を長期前受金とし、さらにこの中から既減価償却の割合に見合う額を長
期前受金収益化累計額に計上した。資本剰余金と償却資産の関連付けが不可能なものにつ
いては、償却資産に対する資本剰余金充当率を用いた按分により整理した。 

  またこれに伴い平成２６年度決算において、長期前受金収益化累計額を構成する長期前
受金戻入について、過去の減価償却累計に見合う額を、その他未処分利益剰余金変動額と
して損益計算書に計上した。これについては、平成２６年度から令和６年度までに収益的
収支で発生した累積欠損金及び当年度純損失と相殺し、残額 1,086,274,511 円を令和７年
度決算に計上している。 

３ ファイナンス・リースに関する注記 
所有権移転ファイナンス・リースについては、自己所有の固定資産に適用する減価償却

方法に準じた処理を行っている。 
消費税及び地方消費税について、固定資産取得年度の消費税納付時にリース期間満了

までの支払額に基づき、税額の一括計上を行っている。令和８年度以降の消費税相当額に
ついては未払金に計上し、消費税相当額をリース契約先に支払う際に、減額していく。 

令和７年度決算において、上記リースに係る固定資産取得額は 107,240,000 円（減価
償却費は取得の翌年度から発生するので、取得年度の減価償却費はなし）、リース料（元
本）の同年度支払額は 1,391,704円、同年度末におけるリース債務は固定負債、流動負債
計上分を併せ 105,848,296 円（元本と利息を合計したリース料未払額 125,451,700円）。
なお、未払金に計上した令和８年度からリース期間満了までの消費税及び地方消費税相当
額は 11,404,700円（元本及び利息分）。 

消費税及び地方消費税相当額として未払金から支出した額は元本分 721,289円、利息分
39,799円となっている。 

（２） 所有権移転外ファイナンス・リースについては、地方公営企業法施行規則第５５条第
２号の規定により、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。平成３０年度にお
いてはフルカラー複合機の残額 7,400円が該当する。
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令和７年度 川島町水道事業 報告書 

１ 概  要 

（１） 総括事項

 令和７年度における経営状況は、給水人口 18,440人、給水戸(件)数 8,425戸、普及

率は前年度と同じく 99.95％でした。 

 年間の総配水量は 2,836,713㎥で前年度比 78,713 ㎥（2.85％）の増加、有収水量は

2,501,777 ㎥で前年度比 18,185 ㎥（0.72％）の減少となりました。有収率は、前年度

比 3.18ポイント減少し 88.19％となりました。 

  県水について、総受水量は 1,591,134 ㎥で前年度比 16,215㎥（1.03％）の増加、総

配水量に占める割合は 56.09％となっています。季節ごとの水需要の増減を想定し、月

単位で日量4,225㎥から4,489㎥の間で調整した量を県承認水量として、受水しました。 

 収益的収入及び支出について、事業収益は 440,629,071 円と前年度比 41,221,424 円

(9.35％)増加しました。主な要因は、水道料金の改定により、給水収益が増となったも

のです。給水収益については 374,802,552 円で、前年度比 23,608,224 円(6.29％)の増

加となっています。事業費用については 452,799,739 円と前年度比 37,723,805 円

(8.33％)増加しました。収支としては 12,170,668円の純損失となりました。 

 資本的収入及び支出について、収入は加入金、企業債、出資金、国庫補助金の

126,813,000円となりました。支出については、浄水場施設の更新工事や配水管布設替

工事の施工等により、240,487,061円となりました。 

キャッシュ・フロー計算書において非現金収支項目を除去し、実際の現金の収支だけ

で計算したところ、現金預金は、年度当初 531,699,191円から 58,899,653円（11.07％）

増加し、年度末で 590,598,844円となりました。 

有収率については、前年度よりも減少しました。主な要因としては、給水管漏水等に

よる不明水の増加と考えられるため、漏水防止対策を強化し、有収率の向上に努めてま

いります。 

また、県水受水と共に自己水を利用することで、支出を削減することができておりま

すが、他の事業についてもコスト削減に努めてまいります。経営面においては、安全・

安定した運営を維持することを目的とし、令和７年 10 月に水道料金を改定しました。

水道という必要不可欠な社会インフラを将来に亘って安定的に供給し、引き続き長期的

視野に立った健全な事業運営に努めてまいります。 

※ 本文中の金額は税抜額
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